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現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

18,803 19,526

12,916

ha

12,083,746

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.0308

11,089,000

20,053

近年若手土木技術職員が増え、農業土木の専門知識を土地連職員から習得し、土地改
良事業を円滑に推進できる。

土地改良事業における技術的な指導や援助、情報提供のた
め、北海道土地改良事業団体連合会に加入し、負担金を支
出している。本町では、技術者が不足しており、土地改良事業
の事業実施を促進し事業効果を高めるため、専門職の土地
連職員を増員した。

成果指標

297 270253

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

億円 250
上位成果指標

農地の基盤整備

農地

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

農産物の生産性の向上

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

ha

名　　称

整備面積

12,981,580

1

250,193 498,494

事務事業及び各指標の変更

6

1

有

9,605,000
9,605,000

1
9,605,00013,480,074

11,089,000

0.0605

11,089,000

（目標)

(年度から）

12,981,580

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

農業産出額 億円

31年度

単　位

③

ha農地面積①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

派遣技術職員数 人

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
単年度事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

高橋　悟
529

48

―

所属
部門

事務事業名 北海道土地改良事業団体連合会参画事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

手島　旭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
農林課 土地改良係

日

国営・道営土地改良事業等の技術協力を受けるための負担。

総合
計画
体系

北海道土地改良事業団体連合会参画事業9

千円負担金額

1

施策名

基幹産業の農業に対する支援の強化

5

②

法令根拠

農地・土地改良施設等の整備・充実

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 11,833,553

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 11,833,553

20,307

19,835

9,507

20,306 20,306

10,976

20,308

 人工数(業務量)

活動指標
1

千円
人

人件費計（B）

ha

円

11,814

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

29
年
度
以
降
の
取
組

今後の基盤整備事業については、新規地区の整備を含め、施設の維持管理等を実施する必要があり、的確な対応が求められてくる。そのた
めには、北海道土地改良事業団体連合会からの指導・助言は不可欠である。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

北海道土地改良事業団体連合会の負担金は、整備した事業費により定められている。土地連職員の専門的な知識や
技術を取得することにより、町職員が養成出来る。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

28
年
度
の
取
組

低下

北海道土地改良事業団体連合会から脱退することとなると、技術援助を受けることが出来なくなり、今後の土地改良事
業に悪影響が出る。土地連技術職員の派遣打ち切りについては、専門的な職員がいなくなるので、即時の対応が出来
なくなる。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

農林課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

新規地区を含めた計画的な整備を実施するとともに、施設の維持管理や機器更新等を実施する必要
があり、より専門的な知識や技術による的確な対応が求められてくる。北海道土地改良事業団体連合
会との連携を図りながら事業を推進する。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

土地改良係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

土地改良事業に関する専門的知識の指導や援助を受けることにより、事業の円滑な推進を図ることが出来る。

土地改良事業における農地整備に限定される。

派遣技術職員数を維持し、円滑な事業の推進を図る。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

北海道土地改良事業団体連合会参画事業



〔事業の概要〕

( )529

内線

平成

5

4 月

事務事業

29 年度

手島　旭 担当者名 高橋　悟

0 0

開始年度

作成日 日

事務事業名

平成 29 年

年度までの性格
毎年繰返事業

20
事務事業マネジメントシート

（簡易シート）

事業期間
平成 年度から

国営美蔓地区期成会参画事業

所属
部門

農林課 土地改良係 課長名

円 223,387人件費計（B)

0 0238,387

0

円

年間

人 4

0.0275

平和地区は高台、丘陵地区で農業用水が不足する地域で毎年水不足が続き営農用水が底をつきタンク車で配送し
て急場をしのいでいたが、将来的にも農業は継続されるため農業用水を確保する目的で、国などに事業を要望した。
事業計画・地元受益者調整・計画変更事務等を関係町で協議。

改革・改善実施の方向性 現状維持

平成２８年度からは国との管理委託協定に基づき芽室、鹿追、清水、音更の４町が維持管理を行っている。

内　訳 単位
27年度
（実績）

28年度
（実績）

29年度
（予算）

円

基幹産業の農業に対する支援の強化

簡易シートを
選択した理由

農地・土地改良施設等の整備・充実施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

土地改良法

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり基本目標

円

〔改革・改善案の概要〕

円

投
入
量

国・道支出金

地方債

その他（使用料等）

一般財源

事業費計（A)

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

トータルコスト（A)+（B)

円

円

15,000

 人工数(業務量)

15,000

予算を伴わない事業 政策体系に結びつかない事業

計上予算が負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 人工数(業務量)

活動指標
103,184,980円

人件費計（B）

ha

円

対象指標
20,30620,306

19,835

20,306 20,306

内　訳 (実績)
27年度

46,131,285

事業費計（A） 103,184,980

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金
110,800,000

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円 51,500,000 123,300,000

 正職員従事人数

 一 般 財 源 23,858,824

受益者の事業申請に基づき北海道が事業主体となり、暗渠排水、客土、除
礫、区画整理、畑地かんがい事業の補助残を受益者負担で事業を行ってい
ます。また、明渠排水、農道事業は、町が補助残の負担を行っています。

総合
計画
体系

道営土地改良事業参画事業91

施策名

基幹産業の農業に対する支援の強化

5

②

法令根拠

農地・土地改良施設等の整備・充実

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
農林課 土地改良係

日

所属
部門

事務事業名 道営土地改良事業参画事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

手島　旭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

事業費町負担金額 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

高橋　悟
529

63

土地改良法

単　位

③

ha農地面積①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

農業産出額 億円

31年度

2.1674

329,076,000

（目標)

(年度から）

103,015,000

84,450,000
68,702,360
53,759,397

291,893,042

291,893,042

10,316,413 17,858,448

事務事業及び各指標の変更

100,446,000

6

346,332,000

有

51,902,000

94,600,000

346,332,000

329,076,000
346,332,000309,751,490

47,011,000
12,555,484

15,270,672

83,184,000

農業基盤整備による農地の整備により農業生産の向上と担い手の支援を行
います。

農地

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

農地の集積による農地整備、暗渠排水・客土による農業生産の向上により担
い手の支援に結びついています。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

ha

名　　称

整備面積

245

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

億円 250
上位成果指標

297 270

329,076,000

20,053

農業基盤整備事業の暗渠排水は、近年の施工方法の変更により排水性が向上し、耐用
年数に達した受益者から新たに事業要望が寄せられています。また、客土・区画整理・除
礫工事による土壌のリフレッシュ、作業性の向上を求める事業要望も強くなっています。

農業基盤整備事業による農地の湿害対策、農産物の生育促
進による生産性の向上を図るため、地域からの強い事業要望
によります。

成果指標

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

18,803 19,526ha

113,501,393

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
1.2700



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

農地の基盤整備は農業の根幹であり、土地改良法に基づき受益者の事業申請を受けて、町が道営畑地帯総合整備
事業に参画し整備を行う必要がある。

農地の開発は限界があり、今後大規模な造成は見込めない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益者負担として事業費の補助残を自己負担しています。

総合整備事業の古い地区は、昭和６３年度の着手で暗渠排水の耐用年数に達し、新規地区の事業要望が強く出てい
ます。また、北海道が行っている施策事業の継続が求められ、町も同時に施策事業の負担を行っていることから、受益
者から新規地区と共に施策の継続が求められています。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

道営土地改良事業参画事業

 2.改革・改善による期待成果

業務改善

土地改良係

○

維持

各地区毎の工種や受益者の要望に従い優先順位を定めて予定の期間を遵守し、財政状況に応じた事
業の推進を図ります。また、事業完了地区で耐用年数に達している地区は、事業量や優先順位を作成
した中で事業の妥当性を判断し、かつ財政状況を勘案して取り進めます。実施計画（国庫補助要望）や
国、北海道の事業要望聞取り調書と町の継続事業の経過と財源を勘案し、新規地区の年度を定めま
す。新規地区の事業採択は、採択年の３年前から要望する必要があるため、長期の事業計画を策定し
ています。

削減

向上

コスト

増加

予算増大

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

事業の実施地区を精査し、計画的に整備を行わなければ、安定的な農業生産や農家の経営安定に結びつかない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

農林課

28
年
度
の
取
組

低下

29
年
度
以
降
の
取
組

優先順位に基づき農業生産、作業効率が図れる工種を優先して進めます。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

事業完了地区で耐用年数に達している地区は、事業量や優先順位を作成した中で事業の妥当性を判断し、かつ財政状況を勘案して取り進めます。

補助事業で国の積算基準に基づき積算し、受益者の要望に従い事業を進めています。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

5,038 4,758

 

427

千㎥

46,979,335

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.6692

38,210,000

14,123
5,108

平成１７年度に国営芽室地区の施設管理受託が開始され、これから土地改良法に基づく
維持管理を芽室町が行うことになりました。ダム堤体の工事着手は、昭和５６年度の開始
から湛水試験に至る完成が平成１０年度になりました。この間に設置された観測機器、操
作機器は、概ね平成７年度に設置を行いました。観測機器は、地下に設置していることか
ら、湿度等の影響により腐食が進んでいます。このことから、計画的な施設の機器更新を
進める必要があり、国の機能診断、保全計画に基づき国営事業により実施していく計画で
す。

国営の土地改良事業で施工し、芽室町が施設管理受託を受
けているため、施設管理を対象にした補助事業の基幹水利施
設管理事業を申請し、採択になりました。

成果指標 14,298

297 270

14,428

245

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

億円 250
上位成果指標

農業用水による畑地かんがい、多目的給水栓の整備による農業用水の安定
供給を目的にしている。

美生ダム、畑地かんがい用水管路

ha

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

農産物の品質の向上、散水による農薬散布の時間的なコントロール、防除用
水の設備の設置による作業の効率が図られ農産物の増産につながる

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

散水農地面積

①

千㎥

名　　称

美生ダム取水量

35,711,700

41,198,600

41,198,600

5,436,019 5,513,098

事務事業及び各指標の変更

14,208,000

6

38,210,000

有

△ 11,697,000
38,210,000

38,210,000
38,210,00046,711,698

△ 11,697,000
35,699,200

17,054,599

35,699,000

0.6691

38,210,000

（目標)

(年度から）

14,208,000

35,699,000
△ 8,706,700

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

農業産出額 億円

31年度

km町が管理する畑地かんがい用水管路

単　位

③

基町が管理するダム数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

維持管理経費 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

藤村　勇貴
527

17

土地改良法

所属
部門

事務事業名 農業用水施設維持管理事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

手島　旭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
農林課 土地改良係

日

国営芽室地区の美生ダム施設管理、ダム以降の用水管路の維持管理を行
う。

総合
計画
体系

農業用水施設維持管理事業91

施策名

基幹産業の農業に対する支援の強化

5

②

法令根拠

農地・土地改良施設等の整備・充実

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

14,193,600

事業費計（A） 41,543,316

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 △ 11,210,483

1

5,074

429
1 1

429
1

 人工数(業務量)

活動指標
41,543,316円

人件費計（B）

425
基

円

対象指標 km

14,526ha



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

29
年
度
以
降
の
取
組

畑地かんがい用水の安定供給からもダムの水象情報の収集、大規模施設の維持管理の技術を有する人材を育てる必要がある。
美生ダムの機器更新については、各種補助事業の中から有利な制度を選択しコスト縮減を図るよう検討してきたが、新規に国営事業の実施
が計画されていることから地元負担額の縮減が見込まれる。
一方では、国営美蔓地区の完了及び南平和第２地区、雄馬別第２地区等道営事業の実施により管路延長が伸びることから、維持費用は増
大する見込み。
なお、国営新規事業の実施が確定した場合は、国営参画事業として事務事業を分離し実施していく。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

ダムの有する状況については、ダム水象情報を活用し、美生川に与える影響の検証を平成21年度に行った。漏水事故については、農地等の補償は保険で対処
する。管路の監視は、管理システムにより日常的に管理するが、現システムの機能は結果を表示するための装置になっていることから、リアルタイム監視を行う
ためには機能を追加する必要がある。
小水力発電については平成２６年度に概略調査設計を実施し、発電規模が明らかになったことから導入の検討を進めてきたが、国営事業にて整備する方針とな
り現在計画策定中である。

通常の維持管理経費は、補助事業の予算項目に基づく適正な要求を行っているが、今後耐用年数の過ぎた管理用機
械の機器更新の必要があり、負担率が有利な国営事業により補修していく予定。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

28
年
度
の
取
組

低下

畑地かんがい用水の供給を停止すると、農作業の効率化が失われる。かんばつ等の災害時には被害が拡大し、安定
した農業経営が出来なくなる。
土地改良法に基づく補助事業で、他に替わる制度がない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

農林課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

通常の維持管理に関しては、道営事業による管路の新規整備や、施設の経年劣化による漏水事故等
も懸念されることから、今後は維持管理経費の増加が見込まれるが、コストの見直しを行い適正な経費
削減を図る。
美生ダムを利用した小水力発電については、平成２６年度までに概略調査設計を実施し発電施設の可
能性を検証したが、国営事業新規地区の整備計画に盛り込まれたことから、新規地区の採択に向け調
整、各種手続きを進める。

削減

向上

コスト

増加

予算増大

 2.改革・改善による期待成果

土地改良係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

土地改良財産の管理は町で行う必要があります。また、河川法によりダム管理主任技師や技師相当の資格を有した
施設管理者の配置が義務付けられている。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

芽室町畑地かんがい用水施設設置及び管理条例に基づき、受益者から使用料を徴収している。

ダム、用水管路を有するために予測される状況、高圧力な用水管路の漏水事故及び修繕の対処について受益者や視
察者から寄せられている。
再生可能エネルギーとして、ダム放流水を利用した小水力発電ができないか意見が寄せられている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

農業用水施設維持管理事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 人工数(業務量)

活動指標
3,832,920円

人件費計（B）

Ｋｍ

円

対象指標
235234

8

233 233

内　訳 (実績)
27年度

131,855,210

事業費計（A） 177,757,171

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金
0

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円 0 0

 正職員従事人数

 一 般 財 源 47,483,972

国営及び道営基盤整備事業等で整備された明渠の維持管理することにより、
農用地の冠水防止及び湿害対策に繋がる。

総合
計画
体系

土地改良施設維持管理事業91

施策名

基幹産業の農業に対する支援の強化

5

②

法令根拠

農地・土地改良施設等の整備・充実

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
農林課 土地改良係

日

所属
部門

事務事業名 土地改良施設維持管理事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

手島　旭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

維持管理経費 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

後藤　拓也
527

不明

―

単　位

③

Ｋｍ明渠排水路延長①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

農業算出額 億円

31年度

1.6043

176,458,480

（目標)

(年度から）

128,325,099

72,000
48,623,341

65,989

180,544,540

4,281,120

13,030,361 13,218,745

事務事業及び各指標の変更

127,261,619

6

5,940,000

有

48,061,381

0

175,395,000

6,240,000
175,395,000193,763,285

48,061,381
71,759

130,201,440

72,000

ゲリラ豪雨や大雨災害による農用地の冠水及び湿害被害の防止が図られ
る。

国営及び道営基盤整備事業等で整備された明渠排水路

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

農用地の防災・減災が図られ、農作物の生産向上が図られる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

Ｋｍ

名　　称

明渠排水路の床さらい及び法面補修

253

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

億円 250
上位成果指標

297 270

176,458,480

9

農地の流動化に伴う規模拡大や不在地主による明渠排水路の維持管理の放棄、それに
伴う明渠排水路の流下能力低下や、近年のゲリラ豪雨及び大雨の多発傾向があるため、
明渠排水路の定期的な維持管理が必要不可欠となっている。

国営及び道営事業等の農業基盤整備により、明渠排水路が
整備され、公共施設として町が維持管理することとなりまし
た。近年、ゲリラ豪雨や台風の上陸により、農用地からの土砂
が明渠排水路に流入し、土砂が堆積し明渠排水路の流下能
力を低下させています。それにより農用地の排水機能が低下
し、農作物の悪影響を与えているため、明渠排水路の床さら
い等の維持管理は必要不可欠となっています。

成果指標

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

7 6Ｋｍ

190,787,532

5人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
1.6041



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

明渠排水路や小河川は公共施設であることから、税金を投入し、町で維持管理しなければならない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない。

・町内全域、特に河北方面の農業者から明渠排水路の床さらい要望があり、多面的機能支払交付金事業で床さらいを
実施しても、下流が手つかずの状態では意味がないので組織と町との連携をとってほしい。
・多面的機能支払交付金事業で、会計検査等の対応が各組織に求められることから、町・道協議会でサポートしてほし
い。
・多面的機能支払交付金事業の事務処理等が活動組織（農業者）の負担が増えている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

土地改良施設維持管理事業

 2.改革・改善による期待成果

業務改善

土地改良係

○

維持

・土地改良施設維持管理については、年次計画に基づき、計画的に明渠排水路等の維持管理を行うと
ともに、多面的機能支払交付金の活動組織と密に話し合い、より効果的な維持管理を行います。
・平成２７年度より町内すべての多面的機能支払交付金事業の活動組織が制度移行したことから、芽
室町に見合った制度となるように推進していく。
・脱退した活動組織について、事務が簡素化したこと、また、事務を担う人がいることを説明し、再度事
業再開してもらえるようにする。
・多面的機能支払交付金事業の事務処理等が活動組織（農業者）の負担が増えていることから、事務
処理方法について、外部（農業者以外）に事務処理を依頼できる体制を構築する。

削減

向上

コスト

増加

予算増大

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

国営及び道営等により整備した明渠排水路は、平成２１年度で２３３ｋｍ整備され、近年ゲリラ豪雨や大雨などの影響
により、上流からの土砂や農用地からの土砂流入堆積し、流下能力が低下している。そのため定期的な維持管理を行
うことで、畑の冠水等の被害が低減できるため、廃止はできない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

農林課

28
年
度
の
取
組

低下

29
年
度
以
降
の
取
組

・既設の明渠排水路の土砂堆積やゲリラ豪雨などによる浸食等により、維持管理に掛かるコストは、増加する傾向にありますが、定期的に維
持管理し、１回に掛かる補修費の低減を図ります。また、多面的機能支払交付金事業についても活動費圧縮や事業完了する地区について
の修繕費等、予算を増大して確保しなければならない。
・多面的機能支払交付金事業に移行したことにより、北海道や協議会等と密に情報交換を行い、活動組織と町がより質の高い活動ができる
よう推進を図る。
・多面的機能支払交付金事業において、各組織で地域管理構想の作成を促す。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

・床さらい路線は多面的機能支払交付金事業実施組織との連携を強化（床さらい路線の聞き取り、現地確認等）します。
・道協議会等で記録システムの構築がされ、記録システムの活用により、各年の活動状況などの整理が可能となりました。
・田園クラブや構成員により事務委託を積極的に利用するよう推進します。

修繕等は、現場状況に適した工法を採用していることから、トータルコストの削減はできない。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

3,803 4,177ｈａ

9,945,199

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.0617

12,160,000

4,177

畑地の整備も進み、農業用水も確保され農業経営の安定に十分貢献している。無水地帯での用水確保を含め総合的な事業を導入し、畑の
整備と畑地かんがい整備も含め将来的にも農業を継続するた
めの事業を国に要望。

成果指標

297 270245

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

億円 250
上位成果指標

かんがい用水の安定供給を図る。

御影地区・十勝川左岸地区、美蔓地区の畑地かんがい施設

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

農業経営の安定が図られる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

ｈａ

名　　称

散水農地面積

12,360,000

12,360,000

501,199 507,558

事務事業及び各指標の変更

6

12,160,000

有

12,160,000
12,160,000

12,160,000
12,160,00012,867,558

12,160,000

0.0616

12,160,000

（目標)

(年度から）

12,360,000

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

農業産出額 億円

31年度

単　位

③

施設畑地かんがい施設①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

事業費 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

高橋　悟
529

8

―

所属
部門

事務事業名 土地改良施設維持管理協議会参画事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

手島　旭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
農林課 土地改良係

日

国営総合パイロット事業御影地区（関係する清水町・芽室町２町）・十勝川左
岸地区（関係する音更町・清水町・芽室町３町）・美蔓地区（関係する清水町・
鹿追町・音更町・芽室町４町）でかんがい排水事業を整備した施設の維持管
理をするため維持管理協議会を設立し負担は受益面積割により管理してい
る。事務局は基幹施設のある清水町、鹿追町が行い用水管理を実施する。

総合
計画
体系

土地改良施設維持管理協議会参画事業91

施策名

基幹産業の農業に対する支援の強化

5

②

法令根拠

農地・土地改良施設等の整備・充実

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 9,444,000

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 9,444,000

3

4,177

2 3 3

 人工数(業務量)

活動指標
9,444,000円

人件費計（B）

施設

円

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

29
年
度
以
降
の
取
組

基幹水利施設ストックマネジメント事業の適切な実施を図る。美生ダムの水源共用により、帯広川西地区との協議会の運営が見込まれる。
国営十勝川左岸地区保全事業が着手することにより、予算の増大が考えられる。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

国の事業であり事業削減はできない。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

28
年
度
の
取
組

低下

廃止することで用水確保及び農地にかんがいが出来なくなる。仮に廃止した場合は事業の補助金返還が生じる。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

農林課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

適切な維持管理に努めて、安定した水の確保をして農業の経営安定を図る。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

土地改良係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

町全体の農地にかんがい事業が計画され、用水確保が出来る。施設管理は関係受益者から農業用水利用料を負担
し、関係市町で構成する管理組織で維持管理し末端整備は各町で実施し維持管理する。

この事業は水利権が受益農地に設定されているので農業用水以外は利用できないため現状維持に努める。

農業には水が不可欠で、今後も協議会に参画して適正な維持管理を行なう。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

町、受益者で管理する持分を明確にしているため適正である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

土地改良施設維持管理協議会参画事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

100 100

10,123,559

29

％

11,502,386

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.1383

10,365,000

15,221,000
100

国営事業御影地区受益者負担金については、利息相当額を担い手育成支援事業及び経
営安定対策基盤整備緊急支援事業により補助している。
国営美蔓地区償還金（負担金）については、平成２８年度に繰上償還を行う。
道営担い手支援型事業が、道営担い手育成型事業へと移行することにより、平成２７年度
より水田・畑作経営所得安定対策等支援資金の借入対象事業から外れた。既借入分に関
しては償還完了まで保証料相当額の補給を継続していく。
基盤整備した圃場は、数年後には再整備を実施しなければならないため継続的な整備が
必要であり、償還事業も継続する。

安定した農業経営を実施するために、農業生産の向上を目的
として国営事業により排水整備、基盤整備を実施した。その受
益者の負担金の償還を事業完了後から行っている。
水田・畑作経営所得安定対策等支援資金保証料補給は、無
利子の負担軽減資金を転貸した融資期間に対し、債務保証
料相当を補給することによる計画的償還の促進を目的として
開始した。

成果指標

100 100100

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 100
上位成果指標

償還計画に基づいた負担金の納入及びその促進。

国営事業・道営事業を実施した農家等。
水田・畑作経営所得安定対策等支援資金の貸付残高のうち、補給対象となる
金額。

円

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

負担金の完納により、農地の基盤整備等が促進される。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

％

名　　称

負担金収納率

10,123,559

230,758,940

220,635,381

1,123,433 1,140,357

事務事業及び各指標の変更

6

71,000

有

71,000
10,327,000

62,000
10,327,000231,899,297

62,000
10,292,867 10,256,000

0.1384

10,365,000

（目標)

(28年度から）

10,303,000
220,635,381

①

単　位

③ 保証料補給対象貸付残高

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

負担金収納率 ％

31年度

戸事業実施農家戸数

単　位

③

戸町負担対象分農家戸数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

町負担額 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

高橋　悟
529

48

芽室町国営土地改良事業負担金等徴収条例、水田・畑作経営所得安定対策等支援資金保証料補給条例、芽室町北海道営畑地帯総合整備事業分担金徴収条例

所属
部門

事務事業名 土地改良等償還事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

手島　旭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
農林課 土地改良係

日

国営事業・道営事業等で基盤整備を実施した受益者が事業費の補助残を負
担する。
平成２７年度まで、道営事業受益者負担軽減のために水田・畑作経営所得安
定対策等支援資金を無利子での借入れを行い、融資機関から受益者に転貸
を行っていた。資金の償還完了までの期間は、転貸に係る債務保証料相当額
を融資機関に対し補給する。

総合
計画
体系

土地改良等償還事業9

円受益者負担金

1

施策名

基幹産業の農業に対する支援の強化

5

②

法令根拠

農地・土地改良施設等の整備・充実

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 10,378,953

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 86,086

0

100

10,256,000

29
0

19,873,000

0
29

12,895,00017,547,000

10,303,000

0

 人工数(業務量)

活動指標
86,086

円
円

人件費計（B）

29
戸

円

10,292,867

対象指標 戸
円



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

29
年
度
以
降
の
取
組

国営御影地区負担金については徴収業務を継続。
平成３６年度までは保証料相当額の補給を継続していく。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

28
年
度
の
取
組

低下

基盤整備事業実施後の負担金支払業務であるため、廃止・休止はできない。
債務保証料相当額補給を廃止した場合、資金制度上、債務保証料を受益者から融資機関が受け取ることができない
ため、債権回収不能状態になった際に保証を受けることができない。融資機関のリスク回避のために廃止・休止はでき
ない。類似事業に該当するものはない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

農林課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

平成２７年度以降は水田・畑作経営所得安定対策等支援資金の新規借入れを行わないため、保証料
相当補給対象額が増加することが無くなった。そのため、毎年度償還していく度に残高が減少し、保証
料相当補給対象額が減少していくことから、予算も徐々に縮小していき、平成３６年度で補給を終える。
期間中は補給を継続していく。

削減

向上

コスト

増加

予算削減

 2.改革・改善による期待成果

現状維持

土地改良係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

土地改良施設を整備することにより、生産性を高め安定した農業経営の支援を行う。町負担額のガイドラインは起債充
当で軽減できる。受益者は計画的償還。計画的償還の推進を図ることで、土地改良事業の円滑な推進を図る。

国営事業等を実施した農家等の償還であり、対象・意図は適切である。水田・畑作経営所得安定対策等支援資金の転
貸を行う融資機関に対し、転貸して額に応じた保証料相当額の補給を行い、計画的償還の推進を図っているため対
象・意図は適切である。

国営事業受益者負担金は、繰上償還を行うことで負担金の完納が促進されるが、負担軽減対策として担い手育成支
援事業と経営安定対策基盤整備緊急支援事業を活用しているため、離農等のやむを得ない理由が無い限りは繰上償
還が認められない。水田・畑作経営所得安定対策等支援資金についても、やむを得ず債権回収不能状態となった場
合のみ繰上償還を行うため、意図的な成果向上は図れない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

国営事業を実施した受益者の負担及びその負担軽減対策であるため適正である。水田・畑作経営所得安定対策等支
援資金を受益者に転貸する融資機関に対して、貸付実績に応じて算出した保証料相当分を補給しているため、対象・
費用は適切である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

土地改良等償還事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

3ha

0

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円

8,546,000

3

団体営事業の「農地耕作条件改善事業」は今後も継続される事業であり、昨年の台風によ
り災害復旧事業の補完的事業として、前年度までの予算規模が大きく変更した。来年度の
予算規模は不透明であるが、今年度においては暗渠排水の工種に限らず、積極的に事業
を活用していく必要がある。

芽室町内の一部ほ場は排水不良であり、機械作業が困難と
なることや生育障害が生じ生産性の低下原因となっている。
「農地耕作条件改善事業」により、暗渠排水を整備し湿害の
解消を図ることで、農作物の生産性向上や農作業の効率化を
促進し、農地中間管理事業による集積・集約化を行うものであ
る。

成果指標

270245

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

億円 250
上位成果指標

農業基盤整備による農地の整備により農業生産の向上と担い手の支援を行
います。

農地

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

暗渠排水による農業生産の向上により担い手の支援に結びついています。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

ha

名　　称

整備面積

3,931,800

8,618,950

8,618,950

0 576,770

事務事業及び各指標の変更

4,500,000

6

8,546,000

有

77,000
8,546,000

8,546,000
8,546,0009,195,720

77,000
3,969,000

0.0700

8,546,000

（目標)

(28年度から）

4,500,000

3,969,000
76,150

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

農業産出額 億円

31年度

単　位

③

ha農地面積①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

事業費 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

藤村　勇貴
527

28

土地改良法

所属
部門

事務事業名 団体営土地改良事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

手島　旭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 21

予算上の事業名

29 年度

目

内線
農林課 土地改良係

日

受益者の事業申請に基づき芽室町が事業主体となり、主として暗渠排水事業
を道補助金と受益者負担で事業を行っています。

総合
計画
体系

団体営土地改良事業91

施策名

基幹産業の農業に対する支援の強化

5

②

法令根拠

農地・土地改良施設等の整備・充実

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

4,611,000

事業費計（A） 0

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源

3

3

3 3

 人工数(業務量)

活動指標
円

人件費計（B）

ha

円

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

29
年
度
以
降
の
取
組

受益者対象を町に農地所有の町外の方にも拡充し、受益者負担金を削減する為、施工管理委託を取りやめ、今年度から役場職員が行いま
す。また、道営事業を行ったばかりの地域の方達にも、積極的に事業活用を提案します。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

昨年度は施工管理委託を発注しており、その金額も受益者負担にしていたが、今年度は委託を取りやめ、役場職員が定期的に施工管理を行う
こととした。

補助事業で国の積算基準に基づき積算し、受益者の要望に従い事業を進めています。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

28
年
度
の
取
組

低下

事業整備を行わなければ、安定的な農業生産や農家の経営安定に結びつかない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

農林課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

芽室町民を受益者対象としていたが、受益者対象を町に農地所有の町外の方にも拡充しました。ま
た、平成２８年度の台風被害により、農地耕作条件改善事業の補助金が昨年度より増額が見込まれる
ため、今後も長期的な継続事業として取り組んでいきます。

削減

向上

コスト

増加

予算削減

 2.改革・改善による期待成果

現状維持

土地改良係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

農地の基盤整備は農業の根幹であり、受益者の事業申請を受けて、町が農地耕作条件改善事業に参画し整備を行う
必要がある。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益者負担額は、事業費の面積割で決定しています。

道営事業よりも受益者負担金が多い。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

団体営土地改良事業
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